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経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費：

人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均を１．５ポイント上回っており、定員適正化計画に基づく効果的・効率的な職員配置の取組み

などが一定の成果を上げている。一方で、一部事務組合の人件費に充てる負担金や公営企業の人件費に充てる繰出金といった人件費に

準ずる費用を加えた場合の人口１人当たりの決算額については、類似団体平均を１８．８％上回っている。今後も、各種手当の見直しなど

の給与制度の是正や、行財政改革への取組みを通じて、さらなる人件費の抑制に努める。

物件費：

物件費に係る経常収支比率は、類似団体平均を４．２ポイント上回っており、類似団体内順位も上位となっている。これは、指定管理者制度

の実施などにより、施設管理運営経費の縮減を図っていること、また、経常的な内部事務経費の縮減に努めたことなどによるものである。

今後とも、事務事業の見直しや経常的経費の枠配分の実施等により、内部事務経費等のさらなる縮減に努める。

扶助費：

扶助費に係る経常収支比率は、類似団体の平均を０．６ポイント上回っている。今後、国の計画等を踏まえた上で必要な施策を展開しなが

ら、扶助費の適切な管理に努める。

公債費：

公債費に係る経常収支比率は、類似団体の平均と同額になった。、経年で比較してみるとほぼ横這いの状態が続いている。今後も、事業

の厳選などにより市債の発行を抑制に取り組み、公債費の削減に努める。また、公営企業債や一部事務組合の地方債償還に係るものなど

公債費に準ずる費用を合わせると、人口１人当たりの決算額は、類似団体平均を９２．０％上回っているため、一部事務組合や公営企業を

含む地方債の適切な管理にも合わせて取り組む。

補助費等：

補助費等に係る経常収支比率は、類似団体の平均を７．２ポイント下回っており、経年で比較しても恒常的に高い状況にある。これは、一部

事務組合に対する負担金と公営企業への繰出金が多いことが大きな要因である。今後とも、一部事務組合や公営企業を含めた内部事務

経費等の適切な管理に努める。

普通建設事業費：

前年度と比べ補助事業、単独事業とも増加となったが、類似団体平均と経年で比較においては、依然として低い値で推移している。今後も、

選択と集中の観点から、事業の重点化と計画的な事業展開に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 4,001,194 73,376 64,369 14.0
賃金（物件費） 275,659 5,055 4,861 4.0
一部事務組合負担金（補助費等） 670,687 12,299 5,206 136.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 170,343 3,124 1,030 203.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 139,101 2,551 2,189 16.5
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 114,073 2,092 1,554 34.6
▲退職金 ▲ 772,562 ▲ 14,168 ▲ 8,251 71.7
合計 4,598,495 84,330 70,959 18.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.55 6.90 ▲ 0.35
ラスパイレス指数 102.5 97.6 4.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,750,699 32,105 27,641 16.1

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 34 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,699,128 31,160 14,201 119.4
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

507,659 9,310 3,062 204.0

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

29,276 537 1,132 ▲ 52.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 43 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 2,116,429 ▲ 38,812 ▲ 28,253 37.4

合計 1,870,333 34,299 17,861 92.0
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,558,563 28,145 ▲ 38.3 50,533 ▲ 11.0 ▲ 27.3

うち単独分 776,929 14,030 ▲ 32.5 35,187 ▲ 9.5 ▲ 23.0

1,499,043 27,104 ▲ 3.7 42,811 ▲ 15.3 11.6

うち単独分 848,729 15,346 9.4 29,783 ▲ 15.4 24.8

1,578,603 28,720 6.0 40,944 ▲ 4.4 10.4

うち単独分 972,833 17,699 15.3 26,436 ▲ 11.2 26.5

1,195,275 21,839 ▲ 24.0 42,793 4.5 ▲ 28.5

うち単独分 654,896 11,966 ▲ 32.4 25,038 ▲ 5.3 ▲ 27.1

1,429,379 26,213 20.0 41,052 ▲ 4.1 24.1

うち単独分 859,266 15,758 31.7 25,573 2.1 29.6

過去５年間平均 1,452,173 26,404 ▲ 8.0 43,627 ▲ 6.1 ▲ 1.9

うち単独分 822,531 14,960 ▲ 1.7 28,403 ▲ 7.9 6.2
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